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多様な働き方とワークシェアリングに関する政労使合意 
 
  
 
 雇用情勢は、３月の「ワークシェアリングに関する政労使合意」以後も改善の

兆しをみせず、政労使は１２月４日に、「雇用問題に関する政労使合意」をとりま

とめ、一致協力して雇用の維持・確保に努力する旨を確認した。 
前回の「ワークシェアリングに関する政労使合意」においては、中長期的な観

点から多様就業型ワークシェアリングの検討が課題とされている。 
多様な働き方、ワークシェアリングについては、その実現のために克服すべき

課題は多く、労働者側からは、将来不安の克服と良好な雇用機会の拡大、仕事と

家庭の両立の実現が要望として提起されている。 
他方、企業はグローバルな競争下で高コスト体質の是正という課題に直面して

おり、生産性の向上・経営基盤の強化が至上命題となっている。 
働き方の多様化はこうした両者の要請を両立させるための一つの手法であり、

中長期的には、働き方、ライフスタイルの多様化の実現が課題である。 
今般、政府、日本経済団体連合会及び日本労働組合総連合会は、「多様な働き方

とワークシェアリング」に関する事項について、別紙のとおり課題を整理した。

今後三者は多様な働き方とワークシェアリングの重要性について労使関係者に広

く周知するとともに、整理された課題について着実に具体化を進めていくことと

したい。 
 
  

平成１４年１２月２６日 
 

厚 生 労 働 大 臣  坂 口   力 
 
日本経済団体連合会会長  奥 田   碩 
 
日本労働組合総連合会会長  笹 森   清 
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別紙 
Ⅰ 多様な働き方／多様就業型ワークシェアリングに関する基本的な考え方 
 
   少子高齢化の進展、経済のグローバル化、産業構造の変化、働き方に対す

る価値観の多様化等の中で、働き方やライフスタイルを見直し、経営効率の

向上を図るため、多様な働き方の選択肢を拡大する多様就業型ワークシェア

リングの環境整備に早期に取り組む必要があることは本年３月の合意で確認

しているところであるが、その後の検討の中で、次のような視点と将来の目

標を共有しつつ推進していくことの重要性について確認した。 
 
 １ 選択肢の拡大による新たな雇用機会の創出 
   
    多様な働き方を推進していくことが、労使双方にとっての選択肢の拡大

となる必要がある。そのための社会的条件整備に取り組み、労働法制の見

直し等必要な規制改革を推進することによって、働く機会を確保していく

とともに、雇用・賃金・労働時間を適切に再配分することによって新たな

雇用機会を創り出していく。 
 

  ２ 柔軟で多様な人材の活用と生産性の向上 
 
     多様な働き方を通じて、労使双方のニーズが一致するような柔軟で多様

な人材の活用が可能になる。同時に、効率的な人材活用、適正な労働時間

管理と要員配置によって業務の効率化も進む。 
 
  ３ 働く側のライフスタイルに合わせた自己選択の拡大 
 
     多様な働き方の推進により、生涯生活のビジョンやライフスタイルに合

わせた働き方を自由に選べるような環境条件が生まれてくる。短時間正社

員や在宅勤務、勤務形態の転換制度など働き方の幅を広げる取組を進めて

いくとともに、男女がともに仕事と家庭の両立が可能になるような環境整

備を行っていく。 
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  ４ ＮＰＯの拡充と地域の活性化 
 
     多様な働き方の中には、雇用に限定されない様々な形態が含まれると考

えられる。そうした場を作っていくことは、やりがいのある仕事や活動分

野の拡大につながり、ＮＰＯの拡充や地域の活性化につながる。そのため

に政労使は、それぞれの役割を発揮していく必要がある。 
 
   以上の視点も踏まえ、今後は、いかに取組を進めていくかが重要であり、

政労使は、具体的事項として、Ⅱの事項に取り組む。また、具体的取組の推

進に当たっては、ワークシェアリングの推進に関する相談体制の整備を図る

ことも必要である。 
 
 
Ⅱ 多様な働き方／多様就業型ワークシェアリングに向けた政労使の取組 
 

    多様なライフスタイルのニーズと生産性の向上を両立させ、労使双方にと

って選択肢を拡大していくために、政労使は次の事項に取り組んでいくこと

が必要である。 
 
  １ 労使の取組 
   (1) 多様な働き方の推進 
     企業の活力や経営効率・生産性を高め、雇用機会を拡大し、労働者がそ

の能力を十分発揮できるようにしていくためには、多様な働き方が労使双

方にとって適切な選択肢として位置づけられる必要がある。 
このため、個々の企業において、従来の雇用慣行や制度の検討・見直し

に取り組み、様々な雇用・就労形態を多様に組み合わせた雇用システムを

整備し、働く側の希望するライフスタイル、生涯設計に応じた選択肢を拡

大することが重要である。 
日本経団連と連合は、こうした取組の環境整備を進めていく。 
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   (2) 仕事に応じた公正な処遇の推進 
     多様な働き方を通じて、労働者の能力が最大限に発揮され、企業の活力

を高めていくためには、仕事に応じた適正な評価と公正な処遇を図ること

が不可欠である。 
労使は、賃金・人事制度に関し、職務の明確化、時間当たり賃金の考え

方等について検討を行い、十分に納得できるような制度の策定をめざす必

要がある。 
このため、日本経団連と連合は、企業横断的な仕組みを含め今後の処遇

制度の在り方について、環境整備の取組を進めていく。 
 

   (3) 労働時間管理の適正化 
     働く側にとっての健康維持とやりがいの発揮、企業側にとっての生産性

向上のためには、労働時間管理の適正化が重要な課題である。   
労使は、労働時間管理に関わる個別的問題について十分に協議を尽くし

て問題解決に当たり、過度な長時間労働の是正等に向けて取組を進めてい

く必要がある。 
     このため、日本経団連、連合は、様々な労働時間制度の適正運用や労働

基準法遵守の周知徹底などの環境整備を進めていく。 
 
   (4) 多様な働き方を推進するための環境整備／人材育成・能力開発 

      多様な働き方を推進するためには、労働者の技能・技術等の向上が必要

であり、労働者自身の自己啓発や自主的な能力開発がこれまで以上に重要

になる。また、企業も、経営効率・生産性向上に向けた人材育成・人材投

資を積極的に進めていく必要がある。 
     それには、企業内の制度整備・充実に加え、自主的に企業横断的な人材

育成のインフラづくりに取り組むことが望まれる。 
     このため、日本経団連と連合は、人材育成、能力開発の課題実現に向け

た取組を進めていく。 
 

     (1)～(4)を具体化するための課題について、年度内を目途にさらに検討を進

めていく。 
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  ２ 政府の取組 

    政府は多様就業型ワークシェアリングによる多様な働き方の実現に向け

た労使の取組を踏まえ、以下のような取組を行う。 
 

(1) 当面の取組 
   ア ワークシェアリングの普及促進 

多様就業型ワークシェアリングの普及促進のため、具体的な導入に当

たっての問題点などを検討し、その成果を中央・地方において広く普及

啓発する。 
イ 業界、企業での普及促進 

     制度導入の留意点や制度導入効果の検証方法などを明らかにしたモデ

ルを開発するとともに、モデル業界毎に、業種別の導入モデルを開発し、

導入モデル企業での検証を通じて有効性を高めた上で、その活用により、

多様就業型ワークシェアリングの導入を促進する。 
     ウ 多様就業型ワークシェアリング実施企業における新規雇入れに係る既

存の助成制度の活用 
      多様就業型ワークシェアリングの実施に併せ、新たに労働者の雇入れ

を行おうとする企業において、既存の助成金が適切に活用できるよう指

導、啓発に取り組む。 
 

    (2) 今後の更なる取組 
      ア 働き方に見合った公正・均衡処遇 
       短時間労働者の働き方に見合った公正・均衡処遇のあり方及びその推

進方策について、年度内を目途に一定の結論を得るべく論議を進める。 
    イ 短時間労働者に対する社会保険の適用拡大 

       平成１６年に行われる次期年金制度改正に向け厚生年金の適用拡大

について引き続き検討を行うとともに、健康保険についても引き続き検

討を行う。 
     ウ その他 
       職務の明確化、企業横断的な能力評価システムの整備等多様就業型ワ
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ークシェアリングの普及に必要な環境整備について検討を進める。 
 
Ⅲ 緊急対応型ワークシェアリングに対する財政支援 

      現下の厳しい雇用情勢に対応した当面の措置としての緊急対応型ワークシ

ェアリングについては、本年３月の合意を受け、労使において取り組むとと

もに、６月から財政支援を実施しているところである。 
      しかし、依然として厳しい雇用情勢が続き、今後、不良債権処理の加速に

よる影響が懸念される中で、緊急対応型ワークシェアリングに対する政府の

財政支援について、改善・拡充を図ることが必要である。その際、生産量の

減少を要件としないなど雇用創出に重点を置いた見直しを行う。 




